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I はじめに
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青木克生
1990年代初期のバブル崩壊以降，日本の人事制度は大きな転換を遂げてきている (Abegglen.
2004; Keizer. 2010; Olcott. 2009) 0 1995年に刊行された日経連による『新時代の「日本的経営J
においては，終身雇用と年功序列を特徴とする伝統的モデルの限界が明確にされるとともに，
「雇用・就業形態の多様化」と「職能・業績重視の賃金制度Jの必要性が強く主張されている。
このような主張と並行する形で，労働基準法や労働者派遣法の改正が進展するに至ヮたο2004
年3月に施行された労働者派遣法の改正においては，製造業務への派遣が解禁となり，多くの
工場において非正規労働者の比率が顕著に増大している。トヨタ自動車でさえ 2006年度の非
正規労働者の比率は30%近くにまで増大している。他方，賃金制度においては.2000年前後
から大企業を中心して「成果主義J(城.2004;中村.2006)への転換が顕著となった。 2004年
度の厚生労働省『就労条件総合調査』によれば.従業員 1.000以上の規模の会社の80%以上が.
個人業績を賃金に反映させる評価制度を有すると回答している。
このような動向の一方で，行き過ぎた「成果主義」的傾向に対するカウターアクト，あるい
はより戻し的な傾向もみられる。トヨタ自動車においては，非正規従業員の比率は2006年度
をピークとし.2010年度には10%以下へと低下している。また2007年12月25日『目本経済
新聞』では.1990年代以降に導入された「個の重視」を旗印とする人事制度の影響により.i教
えたり，教えられたりというトヨタ伝統の文化が薄れていったJ(人事部長)とのコメントが
掲載されている。このような認識から.i専門職」を廃止する代わりに「指導職」や「准指導
ー職」という資格を導入するに至った。『日経ビジネス.J2009年5月11日号では.944人を対象
としたアンケートにおいて，自分の会社の成果主義が成功だったとの回答は31.0%である一方，
68.5%は失敗であったと回答している。同調査では，成果主義の弊害として.63.5%が「成果が
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明確に数字などで表せない職種なので 評価の妥当性を欠くJ，49.7%が「目標設定が半年-1
年と短く，長期的な仕事に取組みにくい」と回答している。
「成果主義」的人事システムは， 2000年前後から日本で顕著にみられるようになった仕組み
であるが，現在ではそこからほぼ15年が経過している。多くの企業においては，依然として
当初と同じような形で「成果主義」が適用されているのであろうか。あるいは何らかの変革が
施されているのであろうか。本調査の目的の一つは，このような質問に答えるべく， 日本企業
における「成果主義」的人事システムの利用実態，問題点，変革といった点を，異なる業種(自
動車 vs電機)，異なる会社形態(圏内 vs外資系)，異なる規模(大企業 vs中小企業)におけ
る企業聞での比較分析を通して把握することにある。
また近年顕著となった動向として，グローパル化とそれに呼応する多様化(ダイパーシティ)
というキーワードを挙げることができる。 2012年の実績において， トヨタ自動車のグローパ
ル生産に占める圏内生産の割合は40%弱，販売においては20%弱となっており，今や事業の
大多数は海外で展開されるに至っている。このような動向は，日本本社そのものにおけるグロー
パル化や多様化への変草を必然的に迫るものとなるであろう。 2011年5月19日『日本経済新
聞』では，デンソーにおいて，海外拠点を含む全世界での人事制度の見直しが実行され，それ
によって管理職に求められる行動特性(コンピテンシー)の世界統一基準が設定されるに至っ
たことが報告されている。このようなグローパル化・多様化への取組は，他の日本企業におい
てどのような形で実施されているのであろうか。このような取組を行っていく上で， 日本企業
はどのような形でそれを支える人財を育成しようとしているのであろうか。またこのような動
向は，一体感やチームワークといったこれまで日本企業が強みとしてきた要因にどのような影
響を及ぼしているのであろうか。このような質問に答えていくことが本調査のもう一つの大き
な目的である。
E 調査方法と調査企業め概要
1.調査の方法
本報告書は， 2014年5・6月の期間において日本国内で筆者(明治大学経営学部，青木克生)
と共同研究者 (ManchesterBusiness School， Arjan Keizer)により実施された現地実態調査
をベースとしている。本調査は.すでに述べた異なる業種(自動車 vs電機)，異なる会社形
態(圏内 vs外資系)，異なる規模(大企業 vs中小企業)聞での比較分析を意図しており，調
査対象企業は多岐にわたる。まずは日本を代表する製造業として自動車(部品も含む)から比
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較的外資の影響を受けていない(株主構成における海外投資家の比率が低い)海外展開してい
る大企業3社をセレクトし，対抗業種として電機から同様の大企業2杜をセレクトした。一般
的に言えば，自動車と比べると電機の方がグローパル競争圧力がより強く， [""成果主義J的な
傾向がより強いことが予測される。さらに「成呆主義J的な傾向がより強いことが予測される
外資系企業3社をセレクトした。日本における外資系企業そのものの数が少ないので業種は明
らかにはできないが.これら企業はグローパル展開している欧米系企業の子会社あるいはパー
トナー企業として日本で活動する製造企業である.。最後に，グローパル化や多様化，さらには
「成果主義」的傾向が大企業と比べると比較的弱いと予測される中小企業3社をセレクトした。
これら企業は，従業員規模20-200名のメタル加工を本業としている製造企業である。
上で述べた計11社に対してインタピ、ュー調査が実施された。インタビュー対象者としては，
人事部や人事課に属する管理者を基本とし場合によっては経営企画部や経営者(社長)など
会社全体の実情を把握できる人物も含まれている O インタピュ一項目は，大きく1)人事制度
の変化， 2)多様化への対応， 3)グローパル化への対応，と 3つに分かれ，各対象者に対して
1.5-3時間のインタビューが実施された。調査対象企業をまとめたものが表lである。
表 1 調査対象企業の概要
企業 単独従業員 現在直面している課題
企業活動のグローパル化に伴う企業管理体制のグローパ
自動車関連A 10，000人以上 ル化を大きな課題としている。海外子会社におけるトッ
プマネジメントのローカル化が特に大きな課題である。
企業活動のグローパル化に伴う企業管理体制のグローパ|
自動車関連B 1，000-4，999人 jレ化を大きな課題としている。国内では開発エンジニア
の確保が大きな課題となっている。
企業活動のグローパル化に伴う企業管理体制のグローパ
自動車関連C 10.000人以上 ル化を大きな課題左している。海外子会社におけるトツ
プマネジメントのローカル化が特に大きな課題である。
グローパル競争の激化へ対抗するための事業構造の変草
電機関連A 10.000人以上 が大きな課題である。それに伴い工場の売却は進んでい
るが，販管費が依然として高いレベルのままである。'
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企業活動のグローパJレ化に伴う日本本社のグローパル化
電機関連B 1，000-4，999人 を大きな課題としている。特に日本人リーダーの育成を
大きな課題としている。
圏内組織のグローパル化が大きな課題である。特にダイ
外資系A 1，000-4，999人 パーシティへの対応は海外本社から強く要請されてい
る。
今後の会社を担う日本人トップリーダーの育成が大きな
外資系B 10，000人以上 課題である。特にグローパルで活躍できる若手の育成に
力を入れている。
圏内組織のグローパル化が大きな課題である。圏内管理
外資系C 1，000-4，999人
組織はグローパルシステムに埋め込まれているが，ぞれ
に対する日本人の理解の促進が特に大きな課題となって
いる。
圏内取引先が海外へと仕事を移す傾向があり，海外へと
中小A 100-499人 進出しない限り仕事は減少してしまう。海外生産拠点の
設立とマネジメントが大きな課題である。
2000年以降対象顧客の業種を劇的に転換してきた。現在
中小B 100人以下 では圏内生産拠点を維持しつつ 海外販売先を拡大して
いくことが大きな課題である。
圏内取引先が海外へと仕事を移す傾向があり，海外へと
中小C 100人以下 進出しない限り仕事は減少してしまう。海外生産拠点の
設立とマネジメントが大きな課題である。
表lに見られるように，これら調査対象企業が宜面している課題は様々である。一般的に言
えば，自動車業界は電機業界よりも国際競争力を強く維持できている傾向があり，近年の経営
業績も好調である。その一方で，圏内市場の縮小と国際競争の激化から，近年急速なグローパ
jレ化に直面している。表lから分かるように自動車関連企業は各社とも企業管理体制のグロー
パル化，海外子会社におけるトップマネジメントのローカル化といったことを大きな課題とし
ていた。この課題そのものは電機関連企業にも当てはまる。しかしながら，電機関連A杜は，
より深刻な国際競争圧力に直面しており， 2000年と比べると単独従業員規模は60%強にまで
減少している。その一方で，販管費が依然として高い水準に留まっており，これが構造転換を
推進していく上での足かせとなっている。外資系企業においては，企業管理体制そのものはす
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でにグローパjレ化されている一方，そのようなシステムをリードできる日本国内での人財の育
成が大きな課題となっている。最後に中小企業についてであるが大企業と比べるとグローパ
ル化(国際競争激化も合む)による影響をより深刻に受けていると見受けられる。各社とも国
内取引先の海外移転と国内市場の縮小という状況に直面する一方，海外拠点をマネジメントし
ていくリソースの不忌という問題を抱えていたの中小B社においては，国内事業の困難性か
ら従業員数も 2006年から 60%近くにまで減っている。
以下では， m人事制度の変化，lV多様化への対応， Vグローパル化への対応，のそれぞれに
ついて調査結呆を具体的にみていく。
E 人事制度の変化
1.等級制度
人事制度としてまずは各社における等級制度の実施状況を表2においてみていく。課長や部
長という管理ポジションとは別に等級を設け，それをベースに年功と査定の組み合わせで昇進
機会を提示していくやり方は伝統的な日本企業の特徴の一つであった。このような特徴に対し，
パフール崩壊以降の変革においては管理コストを絞り込むためにフラット化という形での等級制
度のシンプル化が進められてきている。
衰 2 各社で採用されていた等級制度
自動車関連A 一般従業員には7つの等級があり，その上の管理職は課長格，次長格，部
長格と 3つに分かれている。その上が理事クラスとなる。 2011年の改革で
課長，係長，班長のポストを複活させた。
自動車関連B 一般職と管理職に分かれており，一般職の等級は4つに分かれている。等
級の数は普から変わらない。 1990年代の年俸制導入に伴い管理職は職能等
級システムから外れることとなった。
自動車関連C 一般従業員には6つ，管理職には5つの等級がある。 2002年以降フラット
化など大きな変化はない。
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電機関連A 一般従業員は製造職で7つ，事務職で6つの等級があり.管理職には5つ
の等級がある。もともと管理職には8つの等級があったが，それを 2013年
に簡素化した。管理職としては，マネジメントトラックと専門職トラック
とに分かれている。
電機関連B 一般従業員には8つの等級があり，その上の管理職には4つの等級がある。
外資系A 一般従業員には6つの等級があり，その上の管理職には9の等級がある。
上の2つは役員であり，海外本杜の承認が要る。管理職においては，マネ
ジメントトラックと専門職トラックとに分かれている。
外資系B 一般従業員には製造職で5つの等級があり.それ以外で3つの等級がある。
管理職の等級は課長級と部長級の2つに分かれている。管理職においては，
マネジメントタイプと専門職タイプとに分かれている。
外資系C 一般従業員には7つの等級があり，管理職には職能資格等級は適用きれな
い。課長や部長というポジションがなければ管理職とはならない。
中小A 役職なし，事務・技能l級， 2級の上に主任，組長，係長，課長，部長，
役員などのポジシヨンがある。ポジションのないタイトルだけの職能資格
があるわけではない。
中小B ワーカー，スペシャリスト，マネージャーに各2つずつ計6つの等級があり，
各等級で職務や能力が定義されている。
中小C 社長，常務から課長まで11の役職があり，その適任者を毎年投票で選抜
している。
表2の各社の実態を見ると，大企業は各社とも等級制度を用いており，中小企業はBを除き，
等級制度を用いてはおらず，昇進はポジションを占めることと一体化している。従業員数が
1，000-5，000規模の自動車関連B杜と外資系C杜については，管理職となると等級制度から外れ，
昇進はポジションの獲得のみという形となっている。両社とも管理職に対しては年俸制が適用
されており，年俸改定による昇給は可能な形となっている(昇給については4を参照)。また
ポジションと等級との関係については，電機関連A社や外資系A.B社などのように，マネ
ジメント系と専門職系といった形でキャリア別のトラックやタイプを提供しているケースもあ
る。これには特定の技術者など会社内で必要な人財にキャリアアップの可能性を提示するとい
う目的と同時に，管理職として昇進し，将来会社の幹部となるべき人財を選別・育成していく
という目的もある。
ここ数年における変革の状況としては，自動車関連A杜のように，フラット化の流れにお
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いて廃止した課長や係長といったポストを復活させるというケースがある。これは「成果主
義」の導入によって弱くなってしまった部下の指導育成といった管理者の役割の再定義と強
化を主な目的としている。その一方で，電機関連A社は優秀な管理者をより短期間で育成し
ていくことを意図して，等級を 8から 5(実質的には4)へと減少させている。これに伴い，
以前の制度で最も下の2つの等級に属する人たちを対象にPIP(Performance Improvement 
Program)というプログラムそ導入した。 ζれはアメリカで用いられているスキームであり，
プログラム対象者にターゲットを与え.1-2ヶ月後にその結呆を評価し，インタビューを行う。
アメリカでは退職勧告と同等のものと考えられているというが，日本ではその結果を真塾に受
けとめ，努力してその上の等級へと戻ってくる人物もいるとのととである。
2.人事評価システム
人事評価システムに関しては， 日本の多くの企業は目標管理MBOという方式を採用してき
ている。これは多くの企業において「成果主義」的人事システムにおける業績評価のベースと
して用いられている。まずは各社の人事評価システムの実態についてのサマリーを以下でみて
いく。
自動車関連A:年度始めに査定シートを用いて目標設定を行い，年度末に同じシートを用いて
上司と会談を行うという MBO方式が採用きれている。会談では自己採点、と上司による採点
との間で交渉を行う。上司は結果だけではなくプロセスを評価する形となっている。
自動車関連B:一般従業員については.大きく業績，情意，基本的能力，習熟的能力に分類さ
れる評価項目に対して点数付けを行い，最終的に7つのランクで評価が決定する。年俸制が
適用される管理職の中には 10のレベルがあり，毎年のMBOの結果でレベルが上がってい
く仕組みとなっている。年功は考慮されない。
自動車関連C:MBO評価シートをベースに評価を行う。自己採点、を行った後に上司が採点を
行い，最終的に人事が調整して評価が決まる。評価項目としては，上司から与えられた目標
の達成度，組織における役割と責任の達成度，自己啓発，組織や個人の健全性への貢献，企
業理念の体現などがあり，ポイントの合計で7つのランクの評価が決定する。査定は半年に
l回ある。
電機関連A:給与に関する査定は年1回，ボーナスに関する査定は年2回行う。 MBO方式で
従業員が自らの目的を評価シートに書き込み，それを上司が4つのランクで評価する。評価
基準は管理者自らが決めるという形となヮている。管理者全員にトレーニングを提示しプ
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ロセスの評価を行うことを促している。
電機関連B:一般従業員については，役割ベースの評価システムとなっており， MBOを実施
する。 MBOは，ボ」ナスへと反映される業績評価仁昇給へと反映されるプロセス評価の
2つがある。管理職については 役割に加えてその人が継続的に成果をあげているかを加味
した評価システムとなっている。会社業績と本人の評価に応じて額が決定される。
外資系A:MBOスタイルの評価が年l回実施されるが，上司との面談は年2回実施される。
通常5-6のゴールを上司との話し合いによって設定し，各ゴールの中に具体的なターゲット
が設定される。評価は各ターゲツトに対してではなく，ゴールに対して行われる。評価ラン
クは5つに分かれているo
外資系B:ボーナスへと反映される業譲評価と給与へと反映されるコンピテンシー評価(ー綾)， 
貢献評価(管理職)の2本立てとなっている。業績評価については年に l回目標の設定と評
価を行う。コンピテンシー評価については.企業文化，役割等級，専門スキルの3つの領域
のそれぞれを 5つのランクで評価する。貢献評価については，企業文化と専門スキル(製造
職のみ)を4つのランクで評価する。この割合は 10%，40%， 40%， 10%と固定されており，
最低ランクを 2年連続で受けた場合は職務見直しということになる。
外資系C:MBOを用いた業績査定を年2回実施し，期末に l年の業績評価を出す。評価結果
は5つのランクに分類される。
中小A:評価項目には，態度，部門の中での役割，個人目標，部門評価，勤怠などがあり，そ
れぞれに点数配分が決まっている。部門の中での役割が岨点と最も高い。個人目標の設定
はMBO方式で部門長との面接を通して実施する。ここの配点は最高8点である。最初に課
長が査定を行い，その後に部長がチェックをする。最終チェックは役員会議で行う。
中小 B:役割，チーム目標への貢献，コミュニケーション能力，顧客対応力，自己啓発などの
評価項目を5つのランクでl年に 1回評価する。毎年l人30分の面談を実施し，一般従業
員については常務と社長を前にしてリーダーが評価結果を伝える。常務や社長からのフィー
ドパックもある。リーダーや工場長の評価は常務が行う。この面談の前にリーダーと従業員
との間，経営陣とリーダーとの間で各2回の面談があり，評価結果の調整が行われる。
中小C:個人能力診断という形で， 1.職務遂行のための基本的能力 (35項目)， 2.技能・技術
に関する能力 (17項目)， 3.専門的事項(工程別で計24項目)というカテゴリーについて3
つのランクで評価を行う。まず自己評価を行い その後に上司が査定をする。査定は半年に
1回実施している。
以上から分かるように，人事評価システムについては中小も含むすべての企業がMBOある
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いはそれに近い形での目標設定と評価のシステムを採用している。驚いたことに，中小企業に
あっても大企業に劣らず詳細で明確な評価項目の設定と，その伝達方法(面談など)への配慮
が行われていた。これは規模が小さいが故に従業員の不満や意見が経営陣へと届きやすいとい
う状況と関係していると思われる。
大企業においては，自動車関連A， B.電機A，外資系Cといった企業において，結果重視
の評価システムからの変革が実施されてきていることが確認できた。自動車関連A社につい
ては.2000年代中盤以降，個人業績(目標の達成度)を最も評価する以前のシステムを廃止し，
管理職の評価において教育・訓練という項目が最も重視される以前の制度へのより戻しが実施
されたとのことである。自動車関連B杜においても，管理職の評価において教育・訓練とい
う項目のウェートを 20%から 40%へと上昇させる変革が2年前に実施されている。電機関連
A社では，結果重視からプロセス重視への評価へと変革すべく，管理者を対象とした評価方
法についてのトレーニングの充実化を実施してきている。興味深いことに，外資系C社にあっ
ては，海外本社主導のグローパルレベルの動向の一環として，結果のみに依拠することなく，
個人の資質やポテンシャルも評価する形への変革が施されたとのことである。
3.昇進システム
昇進システムについては，多くの企業において「成果主義」の導入とほぼ閉じタイミングで，
年功重視から実力重視への変革が施されてきている。以下では，各社における昇進システムの
実態についてのサマリーをみていく。
自動車関連A:年齢は昇進の基準の lつとなっているが，よりスピードが重視されるようになっ
ている。部長クラスへの昇進については，自分の2つの重要な職務というテーマで1時間プ
レゼンをする。 l枚の紙のみがベースとなり，パワーポイントは使わない。その後に2-3時
間をかけてQ&Aを行う。 l人に対して6人の評価者が評価を行う。課長に昇進する人の平
均年齢は35-6歳である。最低10年はかかる。
自動車関連B:毎年の人事評価の結果が継続して高い人は早く昇進できる仕組みとなっている。
年齢別に評価の結果と昇進のタイミングの基本要件があるが，上司の推薦によりこれを無視
して昇進する人もいる。管理職への昇進については，筆記試験とグループデイスカッション
で候補者を絞り，候補者は8ヶ月聞の研修を受けた後に最終試験を受ける。最終試験は，グ
ループデイスカッションと事例発表で，社長と取締役が評価をする。最も早い人では35歳
で課長に昇進する。
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自動車関連C:評価ランクをベースとした基準(過去2・3年で連続して高いランク)が設定さ
れている。課長レベルまでの昇進は上司の決定に依存する。上司は潜在能力や将来性を鑑み，
人事部へと書類を提出する。部長クラスへの昇進については3日間のテストがある。まず上
司が推薦し，コンサル会社が提示するテスト(戦略的思考など)を受ける (1次選考)02次
選考としては，ビジネスケースについてのプレゼンを考課者の前で行う。考課者にはコンサ
ル会社と内部の者(基本的には執行役員)が含まれる。若手の昇進スピードが速くなったと
いうことはない。
電機関連A:個人評価の結果と行動基準(会社基準と部門基準)の双方をベースに昇進を決定
する。管理者レベルでは，滞留年数の決まりはなく、課長クラスへの昇格では、人事考課に
加えて事業部長の推薦、経営管理基礎能力のテスト等を行っており、部長クラス昇進のマネ
ジメント系ではマネジメント系のアセスメント評価、専門職系では専門能力(公的資格等)
や業務実績を基準としている。管理職への昇進は，人事部の持つプールの中から同じ部門の
上司が決める。成果主義導入初期には28歳で課長へと昇進するケースもあったが.現在で
は35-6歳となっている。
電機関連B:達成度評価の高い人物が昇進するシステムとなっているが，最低2年聞はある職
務に就くという内規はある。特定のランクを何年連続で獲得すると昇進という条件はない。
新入社員は1-2年経っと次の等級へと昇進する。昇進は上司の評価によって、決定するが，年
功に依存するということはない。昇進テストはない。上のクラスは経営会議で決定する。
外資系A:達成度評価の他にも行動基準(リーダー及び社員に期待する行動)という人物評価
があり，これが昇進に反映される。生産労働者を除く全ての従業員に適用され，評価基準が
6つあり，そのlつlつについて発揮度を5つのランクで評価する。このポイントのみで昇
進が決定するわけではない。 ManagementTeam Reviewを毎年行い，達成度評価，人物評
価， High potentia1 employees (ハイポ)であるかどうか，という点が多角的に評価される。
現在は30歳以前で管理職へと昇進する人が出てきている。管理職へと昇進した人が降格す
るというケースもある。
外資系B:昇進については， 1.査定， 2.個人業績(年次目的の達成度)， 3.資格(言語能力.
専門能力)をベースに決定することになっている。資格について，課長レベルへの昇進では
TOEIC約600点，部長レベルでは約730点という基準がある。それぞれの等級について役
割や責任は明確に定義されているが，そこへ至る基準に最低何年という制限はない。 10年
前は課長に昇進するのに早くて 15年と言われていたが，現在では早い人は10-12年で課長
級へと昇進できる。
外資系C:1年に1回のタイミングで各部門の管理者へ昇進候補者の名前を出すように依頼す
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る。課長以上は業績とポジションへの適格性に応じた昇進となり.能力を主体としたに昇進
(昇格)が適用される非管理職とは異なるo管理職の頭数は厳格にコントロールされており，
上司が昇進させたいと思つでもポストに空きがないと昇進させることはできない。昇進に際
してテストなどはない。
中小A:企画室という部署が人員配置の調整を行っている。
中小B:年l回の評価面談で昇進も決定する。順調にいけば30歳までに等級はlつ上がるが，
能力が伸びない人はそのままとなる。
中小C:当社の役職(社長一課長)に誰が適任かは毎年投票で決めている。投票用紙に適任と
不適任の欄があり，そこに名前とその理由を書くスペースがある。問題がなければ既存の人
の名前を書色無記名で投票する。これにより 49歳の課長が降格し， 36歳の人が課長に就
任した。
以上から分かるように，各社とも様々な形で実力や能力を評価して昇進機会を提示する仕組
みを取り入れている。人事評価の結果については，自動車関連B，C社のように評価ランクと
連動する形での基準を設けているケースもあれば，電機関連A，外資系A社のように業績評
価とは別に行動(あるいは人物)評価の基準を設けている会社もある。外資系A社の行動評
価はグローパJレで適用される共通の基準であり， I外の目から判断することでイノベーション
を奨励するJ，Iお互い教え合い助け合うことで意思決定を促す」などの項目がある。全体とし
て，上伎の管理ポストへの昇進に際しては，部門横断的な話し合いが展開されるケースが多い
が，自動車関連A.B， C杜はいずれも昇進テストを実施していた。またグローパルで共通の昇
進基準や後継者プラン.育成システムを有しているケースもある(詳しくはmを参照)。
ユニークな取組として中小C社の投票システムを挙げることができる。このシステムによ
り課長から平社員へと降格した人物もいるそうであるが，この人は書き寄せられた理由に納得
し，まだ閉じ会社で働いているとのことである。興味深いことに，この人は落とされたことで
逆にやる気を出しているそうである。それ以外のユニークな取組として社内公募制度を挙げる
ことができる。自動車関連A.C，電機関連A.外資系C社などでその取り組みを確認するこ
とができた。自動車関連A社については.管理職よりも下のポジションのみでこの制度が用
いられているとのことであった。自動車関連C社については.制度としては存在するものの，
現在における使用実態はないとのことである。電機関連A社については，過去から実際の人
事異動の相当部分は「人材公募制度Jによって行われてきているという。外資系C社においては，
中途採用で外部から移ってきた専門技術を有する従業員に対しては機能しているとのことであ
る。ここから社内公募制度については， A社のような使用実績は有るものの， 日本の人事シ
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ステムにあまり馴染みのいいものではないことが窺える。
4.報酬システム
報酬システムについては，各社とも人事評価 <f成果主義」との関連では特に業績評価)と
連動する形となっている。多くのケースにおいては，給与あるいは昇給とボーナスとの聞で異
なる基準で評価結果の報酬へ反映が行われていた。以下では給与，ボーナスそれぞれにおいて
各社の報酬システムの実態についてみていく。
自動車関連A
給与:勤続年数と等級に応じて給与が上昇する仕組みとなっている。
ボーナス:ボーナスの全体額は企業業績に連動する。それを個人に配分する際にMBOのスコ
アが用いられる。春闘で決定された全体額に:t20%で企業業績による差が生じる。
自動車関連B
給与:一般従業員については各等級で人事評価の結果 (7つのランク)に応じた号数が決めら
れており，号数x300円が毎月基本給にプラスされる。上に行けば行くほど号数は大きくな
る。ここ数年で上の等級では， 7つのランクの上と下の号数の差が大きくなっている。管理
職については10のレベルに応じて年俸が決まっており，毎年のMBOの結果で年俸が上がっ
ていく仕組みとなっている。
ボーナス:一般従業員については，人事評価の結果がボーナスへと反映される。上位2つの等
級では，最大15%の差がつく。管理職については，ボーナスはなく，会社の連結業績に応
じた手当が付くのみである。
自動車関連c
給与:各等級別に7つの評価ランクに応じた9つの賃金ランクが定められている。課長クラス
で1・9の賃金ランクの聞では年間10万円ぐらいの差がつく。これは月給とボーナスを含め
た差である。それより上のグレードではもっと大きな差となる。
ボーナス:半期に一度の査定で決定される 7つのランクに連動して差が付く仕組みとなってい
る。
電機関連A
給与:各等級に賃金バンドがあり， MBOによる評価の結果と連動した昇給が年l回ある。ミッ
ドポイントという基準を作っており，本来この仕事であればこのくらいの額という基準に集
約するようになっている。バンドの下の方に位置する人は多く上がり，上の人はあまり上が
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らないという仕組みになっている。評価が低くなれば，給料が前年よりも下回る人もいる。
ボーナス:ボーナスのための査定は年2回行う。ボーナスの総額は会社利益と連動して決まる。
基本的な額が事業部長レベルに配られ，事業部長が部長，課長のレベルを一次，二次評定と
して決定し最終評価は役員が決定する。管理職より下の部分は，課長が一次決定し，事業
部長が最終決定する。組合員については.約半分はポジションで決定され，残りの半分は査
定の結果で決定するo年齢は一切考慮されない。
電機関連B
給与:一般従業員については， 8つの等級に対して期待される役割が定義されており，各等級
でベース給与が決まっている。ベース給与の上昇は，役割の変更時と年l回実施されるプロ
セス評価に依存する O プロセス評価による昇給は，各役割ごとに 0-4万円のなかで行われる。
管理職については年俸制となっており 営業利益率のレベルに応じて4つのゾーンが決めら
れており，各ゾーンに応じて 1年間の給与が決定する o 1年毎の昇給はない。
ボーナス:一般従業員については，春闘で大枠が決定され，それを各部門に頭数に応じて配分
していく。各部門では年2回行う MBOのアウトフ。ツト評価の結果に応じて個人に割り振る
形となる。最高ランクと最低ランクの聞では50%の差が付くが，最低でも lか月分は出る
ことになる。管理職については年俸の中に固定ボーナス部分が含まれており，それ以外に年
1回MBOの結果に応じたインセンティブが支払われる O これは報酬全体の 10%枝度である。
外資系A
給与:管理職，非管理職問わず年俸制となっている。各グレードに4つのサラリーレンジがあ
り，給与に差が付く形となっている。このレンジはMRP(市場レベル)により決定される。
このレンジのそれぞれに対してMBOの達成度評価 (1・5のランク)に応じた年間給与上昇
率が決まってくる。 MBOの結果が反映されるのはあくまでも給与上昇率であり，給与その
ものではない。業績の悪い従業員も前年の給与よりも下がることはない。
ボーナス :MBOの結果を反映したボーナスはない。管理職より下のレベルでは，約5%が
会社業績連動インセンテイブで約95%が閏定給与となっている。役員直下のレベルでは約
20%が会社業積連動で約80%が固定となっている。この会社業績連動インセンテイブが毎年
2月に支払われる。
外資系B
給与:一般従業員はコンビテンシーの3つの領域である企業文化 (10項目)，役割等級(分析
力等24項目)，専門スキル(知識，技能等)の評価結果 (5ランク)が賃金上昇へと反映さ
れる。管理職は年俸制となっており， 4段階の貢献評価のランクと前年の年俸ランクの組合
せによって年俸上昇率が決まる。 6%，3%， 1-1.5%， 0以下と 4つの上昇率が評価ランクの
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高さに応じて割り当てられるが，前年の年俸ランクが高い人ほど大幅上昇が困難となる仕組
みとなっている。人事は毎年グローパルライパル企業との比較を行っており，ギャップがあ
ればサラリーレシオ全体を改定する。
ボーナス:一般従業員については，個人目標の達成度を年l回評価し，それを2つに割って春
闘で決まったボーナスへと反映させる。大きな差はつかない。管理職については，個人目標，
部門目標，会社目標という 3つの目標の達成度がボーナスへと反映される O 課長級では3つ
それぞれが60%，20%， 20%，部長級では50%，25%， 25%となっている。課長級では最大
で年俸全体の20%，部長級では30%がボーナスとなる。それより上の職では40-50%がボー
ナスとなる。
外資系c
給与・一般従業員については，業績評価 (1-5のランク)を賃金テーブルに照らし合わせ， 1 
年毎の賃金上昇率が決まるシステムとなっている。管理職については年俸制となっており，
改定には3つの基準がある。 1つ目は業績評価で， 5ランクで3が期待遇りのレベルとなる。
2つ目は市場ポジションであり，業界他杜の賃金水準との比較を行う。 3つ目はメリット上
昇率であり，通常の予算枠においてはランク 3の従業員で業界水準+2%となっている。ラ
ンクが上になるとと業界水準よりももっと高くなる。
ボーナス.一般従業員については組合との間で総額についての合意を得，それを等級と業績評
価(年2回の査定)に従って配分する。この配分についてのテーブルは組合が草案を出す。
組合の出す草案ではトップとボトムの差は結構大きい。部長より下の非管理職については，
組合との交渉で決めたものをベースにした予算でボーナスを払っており，部長よりよのクラ
スについては会社業績でボーナスが決まる O これをもらっている人は割と少ない。
中小A
給与:報酬全体の82%は一律で、支払われ 18%を評価の点数に応じて配分する。全従業員のポ
イントを合計し，それを個人で割り，それを配分する。それが毎年の昇給の部分へと反映さ
れていく。一律の部分については年功で毎年昇給していく。
ボーナス:ボーナスは半年で1ヶ月分となっている。評価の結果を反映する 18%部分は最終
的に数字が丸くなるように昇給とボーナスに反映されていく。前の期の成績，直近の成績，
今期の成績を足して割るという形となっている。
中小B
給与:等級と号俸(1-40)の組合せの賃金表をベースとする。5段階の評価ランクに応じてS:5号，
A: 4号， B: 3号， C: 2号， D: 1号という形で1年間の昇給額に差が出てくる。号俸の割
当は会社業績よって異なり 悪いときはS:3-D: 3となる場合もある。 22-30歳において
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は毎年5段階の評価はされるが，昇給はたとえば毎年3号(会社業績連動)という形で固定
している。この段階では成果よりもチャレンジすることの重要性を学んでもらいたいという
意図からである。
ボーナス:ボーナスは半年で1か月分を支給している。昇給へと反映される 5段階評価とは異
なる行動評価(挨拶，勤怠，整理整頓など30項目)によって差をつける形を現在取り入れ
ている最中である。 100を基準とすれば.少ない人で80.多い人で120となる形を想定して
いる。
中小c
給与:一般従業員については，年功部分30%.能力給部分70%という割合で個人能力診断の
評価結果が報酬へと反映される。ここには給料とボーナスの2つが含まれる。評価結果に応
じてどれだけの差をつけるのかは，会社の予算と連動して決める。半年に l回の査定の結果
に応じて年聞の予算を割り振っている。日報から個人の仕事量も考麗し，経営チーム全体で
最終決定を行う。管理者は年俸制となっており，報酬は会社業績と連動している。
ボーナス:ボーナスは平均して半期で1ヶ月分支払っている。査定の評価によって同じ勤続年
数の人でも l回のボーナスで10万円くらいの差がつく。
以上から分かるように，多くの会社では，人事評価の結果が何らかの形で給与とボーナスに
反映されているが，反映のされ方は各社によって様々である。電機関連B杜(非管理職)の
ように給与にはプロセス評価を反映させ，ボーナスには業績評価を反映させるケースもあれば，
外資系B社のように給与には行動評価(コンピテンシー，貢献度).ボーナスには業績評価を
反映させるケースもある。また中小B杜は.給与には人事評価結果を反映させ，ボーナスに
は行動評価を反映させていた。
自動車関連B.電機関連B.外資系B.C.中小C社については，管理職に対して年俸制が
適用されており，管理職と非管理職の聞で明確な報酬システムの差異がみられた。外資系A
社においては管理職・非管理職を問わず年俸制が適用されていた。年俸制適用企業のなかでも.
自動車関連B.外資系C社においては，管理職に対するボーナスを廃止し，会社業績に連動
するインセンテイプを年に l回支払う形態となっていた。この額はボーナスとして一般的に得
られる額と比べるとかなり少ない金額に過ぎないという。外資系A杜においては，上の等級
に行くに連れて会社業績連動インセンテイプの年俸に占める割合が大きくなる仕組みとなって
いた。外資系B社においては，管理職に対しでもボーナスが支払われているが，上の等級へ
と行くにつれて個人業績の割合が減り，会社・部門業績の割合が増える仕組みとなっていた。
最後に外資系A.B. Cの全てにおいて市場レベルをベースに報酬が決定される仕組みが導
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入されていた。外資系C杜の管理職においては，マーサーという会社のデータをベースにグロー
パル他社との聞での賃金比較が毎年実施されており，それに対するメリット上昇率に対して人
事評価の結果が反映される形となっていた。市場レベルと会社業績をより強く報酬へと反映さ
せるこれら外資系企業の動向を見ていると，個人業績を報酬へと反映させるこれまで日本で一
般的に用いられてきた「成果主義」とは異なる方向が志向されているように思える。
5.成果主義について
E人事制度の変化についての最後の項目として，以下では各社における「成果主義」そのも
のの動向についてみていく。
自動車関連A:成果主義は2000-01年に導入し.7-8年前に廃止した。目標の 100%達成という
ことが過大評価されたため，低い目標を設定する，部下や同僚の面倒をみなくなるといった
弊害が生じた。またエンジニアがl年以内で結果が出る短期プロジェクトのみにしか取組ま
なくなってしまったことは最大の問題であったと認識している。
自動車関連8:成果主義は2002年に開発部門のみで導入したが，①労働時間の管理が困難，
②評価に不満，という理由により 3年で廃止した。タイムカードを使わないため残業が増え
てしまう結果となり，心や体に問題を抱えるケースも出てきてしまった。成果主義導入に
よって会社全体のパフォーマンスが上がったとは思わない。不満が増えただけのような状況
であった。
自動車関連C:成果主義は2002年に導入したが，最初から 100%目標達成をベースに評価す
るやり方は適切ではないという認識があった。よってその後に大きな変更は行っていない。
電機関連A:成果主義は組合からの提案により.1993年度から導入を始めた。大きな変更点
はないが.2003年度にはボーナスにおける個人業績部分の拡大.2007年度あたりからプロ
セス評価等の強化，などの取組を行ってきている。成果主義の導入によって従業員のフラス
トレーションは大きくなったことは認める。とはいえ，昔の仕組みに戻っていてはグローパ
ル市場から取り残されてしまう。
電機関連B:成果主義は2001年に導入した。役割ベースということで実施してきたが.管理
職より下のクラスでは大きな変更はない。管理職ではグローパル化への対応とシンプル化と
いうことで.年俸制の導入を実施してきている。
外資系A:2001年から人事制度のグローパル化が始まり 2003年に成果主義の導入が決まっ
た。 2010年のグローパル統一化の結果として個人の達成度評価がボーナスへと反映されな
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くなった。これは一部の従業員の不満を呼ぶ結果となった。
外資系B:成果主義は2000年に管理職を対象として導入した。その後に一体感が無くなった
とは感じていなしミ。個人業績評価の部分は工場の現場へと拡大しており，管理者より下のク
ラスでその比率を高めようとしている。これは自分が達成しないと自分の上司も目標が達成
できないという形で一体感を強める形となったと思う。
外資系C:2000年過ぎから外資の方針の下で成果主義的な傾向が強くなってきた。だからと
いって一体感がなくなるという弊害は感じていない。部下の目的達成は上司の目的と繋がっ
ており，結果としてチームとして目標を達成するということが非常に重視されている。
中小A:成果主義は2006年に導入された。それ以前は入社年度と年齢で給料が決まる年功序
列であった。 0%から 18%へと成績給比率を毎年少しずつ上げて来ている。成果主義の導入
により高年齢世代の不満が多少は出ているが，若い人は逆にモチベーションを上げている。
中小B: 2000年に全員を対象として年俸制を導入したが， 2004年に廃止し現在の形へと移
行した。多くの従業員は毎年着実に昇給することを望んでいた。年俸制の導入により信頼関
係も低下してしまったため，新しい制度では部下との面談など不満がでないように配慮、して
いる。
中小C: 2008年に成果主義が導入された。とれは成果を出した人と出さない人との聞に差を
つけるべきという理由からである。それ以前は給料もボーナスも年功に応じて支払っていた。
導入に際しては年齢が上の人からの反対があったが，若い人も含めて大多数は賛成であった。
以上から分かるように「成果主義jへの会社内からの反応やそれへの対応については様々な
ものがある。自動車関連A.B社のようにデメリットが大きく廃止したというパターンもあれ
ば，中小A.C社のように2000年代後半以降に導入し，書手モチベーションの上昇に寄与し
ているというケースもある。外資系B，C社においても，一体感の低下というような問題は顕
在化していないという。外資系A社においては，個人業績をボーナスに全く反映きせない制
度への変更に対し，ー部の従業員からの不満があり，見直しを検討しているという o 大きな傾
向として言えるととは，個人目標の達成度のみに過大に依拠する「成果主義」は，一体感や部
下への教育といった日本的な強みを弱体化させ大きな問題を含むということである。「成果
主義」への不満があまり顕在化していない外資系のシステムを見ると，個人業績のみではなく，
行動・人物など複数の評価基準を報酬や昇進へと反映させる仕組みを有しており，一体感や部
下への教育を重視しない上司が高い評価を受けることがないような仕組みとなっている O これ
は企業文化や仲間への貢献度などを評価項目へと織り込む，古くからある日本の査定の仕組み
とある程度類似するものであると考えられる。
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U 多様化への対応
1.女性従業員・管理者活用への取組
日本の伝統的な人事システムは主に男性を管理者へと昇進させていくシステムであり，女性
への昇進機会はほとんど聞かれていなかった。その影響もあり， 日本企業における女性管理者
の比率は世界でも根めて低いレベルにあると言われる。グローパル化と多様化への対応が迫ら
れる中で女性従業員・管理者活用への取組はどうなっているのであろうか。以下では，各社の
取組のサマリーについてみていく。
自動車関連A:女性従業員比率(単独)はおよそ 12%であり 女性管理者の比率は管理者全体
の1.3%である。ダイパーシティ・プロジェクトチームを設け，女性管理者や女性エンジニ
アの増加を目指している。
自動車関連B:女性従業員比率はおよそ 10%であり，女性管理者はゼロである。新卒について
は開発や営業などの部門で女性の積極採用をしている。
自動車関連C:女性従業員比率はおよそ7%であ.り 女性管理者比率は0.4%である。女性従業
員の活用は人事部にとっての中計の最も大きな課題のーっとなっている。
電機関連A:女性従業員比率はおよそ 18%であり，女性管理者比率は4.7%である。女性が管
理者に昇進する際は評価を l段下げている。しかし女性管理者の数が増えているわけではな
しミ。
電機関連B: 2014年採用における女性比率は30%がター ゲ、ットで 実際は25%であった。女
性管理者については，将来的に社員の男女比率(現状8:2)と同レベルになることを目指し，
ダイパーシティを会社戦略の一環として強く推進する政策を今年の2月にトップと人事が出
した。
外資系A:女性従業員比率はおよそ 19%であり，女性管理者比率は課長クラスで8%，部長・
事業部長レベルで5%である。 2017年までにこの数字安倍増することが本社によるターゲ、ツ
トである。新規採用について半分は女性という形になっている。
外資系B:女性従業員比率は 14%である。女性従業員比率を上昇させるターゲットはない。
女性管理者比率は2004年の 1.6%から 2014年の 7%へと上昇した。 2017年のターゲットは
10%である。女性管理職専用のトレーニングプログラムや女性のための新卒セミナーを実施
している。
外資系C:女性管理者を増やすという本社からのプレッシャーは大きく，何年までに何パーセ
ントという目標がある。しかし日本というレベルでみると女性管理者はほとんどいない。採
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用については.閉じレベルの人が二人いれば女性を優先して採る。
中小A:女性従業員の割合は4%で，女性管理者は 1人いる。
中小B:女性従業員の割合は32%で スタッフのリーダーが女性となっている O
中小C:女性従業員の割合は25%で，女性管理者は一昨年までいたが亡くなってしまった。
この人は投票によって選ばれた人である。
大企業においては各社とも女性従業員の積極採用が目指されており，これは技術職について
も当てはまる。自動車関係A社も一般職というよりは，技術職や今後の管理者候補としての
女性採用に積極的であった。しかしながら実際の女性管理者の比率を見てみると，自動車や電
機関係の大企業では5%未満という水準であった。との点については，外資系のA.B杜では
7-8%と比較的高い水準となっている。両社とも 2017年までには女性管理者の比率を 10%以上
へと高めるタ←ゲットを有している。 C社も含む外資系企業においては，本社トップの強いイ
ニシアティブにより女性管理者比率の増大が目指きれていた。その一方で.従業員の意識レベ
ルとそのような本社方針との聞には少なからぬギャップがあるようである。若手の女性従業員
の上昇志向は昔と比べると高くなっているというが，全員が管理者を志向しているわけで、はな
いという問題もある。
2.外国人従業員活用への取組
次にダイパーシティのもう一つの柱である外国人従業員活用の実態についてみていく。
自動車関連A:外国人従業員比率(単独)は0.3%であり，少しずつではあるが毎年増加している。
5-6年日本で経験を積んだ後に優秀で、あれば母国に行ってマネジメントをしてもらいたいと
の意図もある O 基本的には日本人と同じ新人教育を受けさせている。
自動車関連B:外閏人従業員比率は0.3%であり，ほどんどが中国人である O 非常に優秀で日
本語もでき，意欲も高い。特別な意図で採用されたということはない。外国人従業員向けの
特別な教育を日本でしているわけでもない。
自動車関連C:昨年からグローパル採用というシステムを始めた。人事部がインド，中固など
に採用に出向いており，十数人を採用した。この制度の狙いは，日本の組織の中に異文化コ
ミュニケーションの機会を創出し，日本の本社をグローパル化したいというととである。
電機関連A:新卒のおよそ15%は外国人を採用しているO 新卒外国人の半数は中国人である。
その人たちは全員日本語を話すことができる。それ以外は韓国 台湾などからで欧州からは
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ほほゼロである。最近では本社に日本語が話せない人も入ってきている。
電機関連B:外国人従業員比率は1.4%である。採用時に 10%を外国人とするというターゲツ
トがあるが， 2014年入社では6.5%であった。
外資系A:新卒については英語能力をかなり重視している。グローパJレタレントということで，
海外国籍の人，海外に l年以上住んだことがある人を 1/3は採用する目標となっている。し
かしまだ外国人従業員は十数人しかいない。日本にいる海外からの駐在員の比率はな1%程
度に過ぎない。
外資系 B:外国人従業員の比率は1%であり， 39ヵ国をカバーしている。中国人が最も多い。
66%が日本で採用され，残りは海外からの出向である。今年の新卒での外国人の割合は3%
である。
外資系C:新卒採用はほとんど実施してきていない。アジアの責任を有するリーダーが多く，
外国人はいるが，日本に住んでいるわけではない。現在日本にいる海外駐在員は2・3人しか
いない。
中小A:全従業員に占める中国人の割合が15%となっている。新卒で採用した中国人の5.6人
は優秀であり，それ以外は研修生である。正社員の中国人が研修生の面倒を見ている。
中小B:本採用で外国人は考えていないが，中国人と台湾人のインターンシップを毎年採用し
ている。台湾については3週間の期間で受け入れているが，日本に戻ってくることはまずない。
中小C:外国人従業員はいない。以前は中国人がいたが，母国へ帰ってしまった。
外国人従業員活用の実態については，どのケースを見てもかなり低いレベルと言わざるを得
ない。定期的に中国人研修生を受け入れている中小A社のみ外国人比率は15%で，それ以外
は外資系を含めても数%に過ぎない。しかしながら，大企業では採用段階での外国人従業員の
増加には取り組んでいる。これは圏内組織そのものの多様性を増やすことで異文化理解の場を
構築したいとの意図である。外国人管理者活用の実態についてはVの3でみていく。
3.雇用形態多様化への取組
最後に雇用多様化への取組として，中途採用と非正規採用の実態について以下でみていく。
自動車関連A
中途採用:中途採用者の数は特にエンジニアで毎年増えてきている。中途採用者の多くは30歳
前後である。新規プロジ、ェクトの立上げに伴う新しい領域のエンジニアの採用が中心である。
非正規:生産量の変動に合わせて期間工を雇っている。契約期間は6ヶ月が通常であるが， 1 
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年の場合もある。割合は工場全体の 2-5%程度である。派遣社員は用いていない。
自動車関連B
中途採用:中途採用は開発で積極的に採用しており，製造には中途採用はない。 30-35歳のエ
ンジニアを狙っているが，ライバルが多く，非常に背戦している。
非正規:派遣社員は製造で多く用いているo全体としての割合は 10%弱である。成績が優秀
な人は派遣社員を正社員にする場合がある。
自動車関連C
中途採用:新規採用者の 30%程度は中途採用者である。どこの部門でも空きがあれば.20-30 
歳と比較的磐い人を採用している。中途で管理者を採用することはない。
非正規:工場の量産現場では約40%が非正規社員である。これは派遣ではなく，置按雇用の
非正規である O 非正規が正規になる道は全ての人に聞かれている。
電機関連A
中途採用:新卒採用について現在は退職者数の半分しか採用していない。そのかわりに中途採
用を毎年実施している。新規採用者の 30%程度は中途採用者である。
非正規:派遣社員は半年という期間で工場と事務で使っているが，数は少ない。 2聞の大規模
なリストラを実施しているが，その際に派遣社員の雇い止めも行っている。
電機関連B
中途採用:中議採用はニーズベースで実施しており，現在は非常に少ない。
非正規:日本の本社には非正規はほとんどいない。製造子会社では30-40%が派遣である。
外資系A
中途採用:ここ数年は新規採用の規模が大きくはない。昨年は新規採用者の 20%が中途採用
であった。
非正規:生産子会社では業務請負が多く用いられている O しかしコア技術やセキュリティーの
部分は正社員としている O
外資系B
中途採用:新規採用者の 40%は中途採用となっている。管理職の他社からのベットハンティ
ングも実施している。
非正規:会社全体の10%強で非正規を採用しており，うち3割は定年再雇用である。派遣は事務，
技術，製造と業務量の増減に応じて適宜探用しており，技術系が一番多い。
外資系C
中途採用:新卒採用はほとんど行っていないο ポストに空きが出た場合には中途採用を実施す
るが，最初は内部から候補者を探す。
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非正規:現在の圏内生産量は低いレベルとなっており 生産現場での正規の採用はほとんどな
い。派遣も多くは採用していない。
中小A
中途採用:新卒と比べると中途採用者の定着率は高い。ここ数年は平均して年2人は採用して
いる。中途採用に年齢制限は設けていないが，実際に採用するのは 30歳代が多い。中途採
用者に対しではlヵ月間の社内研修が施される。
非正規:中国人研修生に外観検査の仕事をしてもらっている。研修期間は3年間であり， 1年
で4人を採用している。研修後は全員中国へと帰国する。パートは検査などで2-3人い石。
中小B
中途採用:2-3年に 1回というペースで新卒を採用しているが，それを待てない状況の時には
中途採用を募集する。タイミングによりけりで，必ずLもすぐに見つかるわけで、はない。
非正規 2人のパートがおり，うち l人は定年再雇用者である。高精度の製品であるため，忙
しくても派遣は使わないようにしている。
中小c
中途採用:中途採用は平均で年2名採用している。年齢は20歳代で，製造経験のない人もいるが，
しっかりと教え込むことができる。社長が薗接をし，やる気があれば採用する。
非正規:検査のパートが2人，定年再雇用で契約になった人が3人いる。技術的な要求が高い
仕事であるため，派遣は使わない方針であるo
以上から，中途採用や非正規雇用は人手不足の状況に応じて弾力的に用いられていることが
分かる。特にエンジニアレベルの中途採用はかなり活発に行われていることが窺える。外資系
C社においては，特別なスキルや知識を持つニーズの高いエンジニア等に対しては，中途採用
に際して一般従業員へと適用される等級ベースの報酬システムとは別系統の報酬システムを用
意しているとのことである o 非正規については，工場レベルで、は一定のレベルで用いられてい
ることが確認できた。派遣労働者については，大企業では特に問題点などは出されていないが，
中小企業においてはスキルや意識レベルの問題から採用が避けられている傾向が窺えた。
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V グローバル化への対応
1.人財育成プログラム
グローパル化への対応について，まずは会社会体としての人財育成・トレーニングの実態に
ついてみていく。日本企業といえば， OJTという形で仕事を通しての学習ということが特徴
とされてきたが，管理職昇進タイミングの早期化などにより， Off-JTスタイルのより専門的で
集中的なトレーニングの必要性が上昇してきている。まずはそのような Off-JTプログラムの
実態について以下でみていく。
自動車関連A:階層別教育，海外赴任前教育，自己啓発などのシステムがある。階層別教育で
は，新入社員向けに新入社員研修，新入社員フォロー研修，中堅社員向けに戦略思考研修，
企画・指導職向けにグローパルコミュニケーションスキル研修， 30代キャリアプラン研修，
管理職向けにビジネスリーダ一人材研修， 40代キャリアプラン研修，カウンセリング研修
などを提示している。これとは別に研修センターでは，オベレーター研修(作業標準の改善，
保全留学)，高度技能研修(電子系やロボット制御系といった専門知識)，スキルアップ研修
(技術者向け)といったプログラムを提示している。
自動車関連B:大きく分けて階層別研修と目的別研修がある。階層別研修では，新入社員研修，
入社3年後研修があり，管理職直前では，アセスメント研修，管理職では，新任役職者研修，
グローパルリーダー育成研修がある。目的別研修では， KT法，英語研修，財務研修.駐在
員候補者研修，駐在先管理者候補研修なとεがある。
自動車関連C:全社プログラムと事業所研修と大きく 2つに分かれている。全社プログラムと
しては一般向けで，入社時研修，指導員・チーフ認定時研修，主任・研究員認定時研修，管
理職向けで初級管理者能力開発コース，ミドルリーダー研修，リーダーシップデベロップメ
ント研修，工クゼクテイブデベロップメント研修などがある。事業所研修としては，品質教
育，改善提案， QCサークルなどの研修がある O
電機関連A:全従業員が対象となる「共通研修」と、職種に応じた「専門研修」がある。共通
研修には，新入社員教育，キャリア開発研修，ビジネスリーダー研修(指名)，プロモーショ
ン研修(選抜)，プラクティスアップ研修などがある。専門研修には，グローパル研修，共
通技術研修，プロフムツショナル研修(営業， SE，サービスなど)がある。キャリアマッ
プに合わせて目指すべきキャリアを示し，それを支援するトレーニングを各部門で実施する
という取組もある。
98 一一経 営 論 集一一
電機関連8:1.人格・価値観.2.価値創造.3.グローパル化対応という 3つの軸を中心に展開
している。 lとしては.1-3年目研修(新人研修、メンタープログラム等).新任ミドルマネー
ジャー(課長級)・シニアマネージャー(部長級)研修，次期経営者育成研修， 2としては
MOT研修.3としてはグローパル人財育成研修がある。特にグローパル化への対応として
新人は海外実習を必須とし，若手・中堅者層の選抜メンバーには海外OJT研修を実施して
いる。またマネージャー層には多国籍でのリーダーシップ研修を実施している。それ以外に
も.Eラーニングや技術教育、海外赴任前研修などを実施している。
外資系A:大きくグローパルプログラム，アジア地域プログラム，日本プログラムに分かれる。
日本プログラムには，メンタリング(上司以外のより経験豊富な社員が経験の少ない社員の
成長をサポートするにリーダーズラウンドテーブル (6・7か月間のアクションラーニングに
よるリーダー育成).上級管理職研修 (1週間の宿泊研修+プロジェクトワークによるアク
ションラーニング)カ宮ある。
外資系8:価値観，グローパルビジネススキJレ，現場管理と大きく 3つの領域で，階層別に様々
な研修を展開している。新入社員向けでは.企業文化，会社案内，ビジネスマナー.製造シ
ミュレーションなど，入社3年目では，企業文化，キャリア，グローパルマインドセットな
ど，グループリーダークラスでは，マーケティング，役割転換，ビジネスプロセス，ロジカ
Jレシンキングなど.管理職では，ダイバーシティ，管理者の役割，コーチング，キャリアビ
ジョン，ジョブマネジメントなどがある。またラーニングセンターとしてマネジメントスクー
ル，テクニカルカレッジ，現場管理スクール，エンジニアリングスクールなどがある。
外資系C:エンジニア向けの新入社員研修としては.20日聞の講義研修の後に3ヶ月間の工
場実習を含む 10ヵ月の研修期間に品質や購買など様々な部門を OJTで経験する。技能研修
は各地域でフ。ログラムを展開しており，それをグローパjレワークショップという形で共有化
するという活動がある。日本独自の取組みとしては英語能力アップの研修などがある。
中小A:外部機関の研修を用いて，管理者教育を提供している。研修は年6回を基本としてお
り.2ヶ月に一回を目標に半日のコースを受講してもらっている。事前にメニューから項目
(与信管理.5S.品質管理など)を選ぶことができる。
中小8:2008年までは外部講師を招聴し，社長も一緒になって研修を受けていた。退職を申
し出た部下への対処といったテーマでケーススダティをし プレゼンをするというスタイル
である。人の入れ替わりもあり，現在のリーダーの半分はそのような教育を受けていない。
業績が回復したらマネジメント教育を再開したい。
中小C:社員に外部研修などの機会を与えているわけではない。現場改善力アップという県の
振興公社が主催している活動(無料)に5・6人出している。年l回半年くらいの期間に5・6
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社からの参加者が2週間にl回の頻度で集合している。お互いに活動を発表し，アドバイス
をもらうなどしている。その一環として改善方法のセミナーなどもある。
以上から Off-JTプログラムの充実度はほぼ企業規模に依存していることが窺える。従業員
規模がl万人を超える企業においては，ここには挙げきれない数多くの講習・研修プログラム
が提示されていた。年代別のキャリア講習など単なる管理・専門スキルを超えた領域でのプロ
グラムがある。その一方で，中小企業においては予算で可能な範囲での Off-JTプログラムが
提示されており，大企業と比べると OJTに多くを依存する形となっていた。中小C社のよう
に県が主催する無料講習が活用されているケースもあった。今後は国・地方と大壁などが共同
で中小企業の教育をサポートするプログラムを充実化させていく必要があるといえる。
2.ジョブローテーション
次に実際の仕事を通して様々な部門の仕事を学習していくジョブローテーションの実態につ
いてみていく。
自動車関連A:製造部門では多能工化を狙ったジョブローテーションをやっている。これとは
別に管理者育成の部門横断的なジョブローテーシヨンもある。自分の部下を課長へと昇進さ
せたければ，少なくとも 3つの異なる部門を経験させなければならないというルールがある。
新入社員についてはノートで自分の記録を取り，それをメンターがチェックするという仕組
みがある。
自動車関連B:製造部門の中での多能工化や定期的なローテーションはあるが，部門横断的ジョ
ブローテーションについて特にルールはない。グョブローテーションをしっかりやっていこ
うという方針を出している。年に l回課長と部下が2way meetingを実施し，そこでどこ
の部署に移りたいといった希望を聴き，各部署で共有するようにしている。研修という形で
管理・間接部門の人が週単位で現場の仕事に入るシステムがある。
自動車関連C:昔と比べると現在は部門が細分化し，特定の部門のみで、昇進していくことが多
くなった。特定の部門の中でのローテーションは現在もある。しかしリーダーになる人材が
狭く特化した部門のみしか経験がないと深刻な問題を呼び起こしてしまう。そこでリーダー
になる人財を選別し，部門横断的なローテーションを施していくことを試みている O
電機関連A:1990年以前は主任になる前に2-3ヵ所異動しないと昇進できないという形になっ
ていた。成果主義になった後は，それが前面に出せなくなった。その反省で，現在はグロー
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パルキーポジション候補者を対象として徹底的にローテーシヨンをやっている。全員ではな
u、。
電機関連B:新人研修で全ての新入社員は海外も含め 主要な5つの部門でそれぞれ1ヶ月間
のQ]Tを経験するが，本人のキャリアプランを鑑み，部門横断的なローテーションを適宜
実施している。
外資系A:J:::ジネスユニットを横断したジョブローテーションは積極的に行うようにしている。
また，技術とセールスの聞ではあまりないが，技術とマーケテイシグ.マーケテイングとセー
ルスとの聞の機能を横断した異動もしばしばある。
外資系B:同じ部門の中で違う仕事へとローテーションすることはかなり活発的にやっている
が，部門横断的なジョブローテーションについては機能部門での人財の固い込みがあり，な
かなかうまくいかない。将来的にはトップマネジメントと人事が若手タレントを部門や地域
横断的に異動することができるようにしたいと考えている。部門・地域横断的な異動への心
構えはハイポのリストに入る上でも重視される。
外資系C:管理職より下では部門横断的なジョブローテーションはあまりできていない。幹部
候補に対して様々な部署を経験させるということは後継者プランを通して実施している。
中小A:製造部内ではある工程に配属されるとその仕事しかできなくなる。そこで新入社員に
は各工程を経験させ. どの機械でもできるようにするという教育を始めている。 部門横断
的なジョブローテーションは基本的にはない。中小企業の場合は人材が限られているので，
各部署のキーマンを移動させることは困難である。
中小B:以前は生産部隊と間接スタッフとの聞に壁ができていたため，昨年から部門横断的な
プロジ、エクト・チームを取り入れる形とした。
中小C:新卒は Q]Tで実践を通して教育している。異なる部門聞での相互協力は柔軟に実施
している。間接部門にいる男性は生産が忙しいときには生産現場を手伝っている。
以上から同一部門内でのジョブローテーションは各社とも積極的に実施していることが分か
る。部門横断的なローテーションについては，自動車関係A杜のように昇進基準に組み込む
形で多くの従業員に対して奨励しているケースもあれば，将来の幹部候補のみに対して奨励し
ているというケースもある。どちらのケースにしても，会社トップレベルで管理をする人財は
ジョブローテーションを通して会社内の様々な仕事や事情に精通している必要がある，という
認識はほぼ共有されていた。
グローパル化の時代にあっては，海外子会社での経験も重要な Q]Tベースの学習機会とな
る。電機関係A社では.入社l年目の社員の中から毎年10%程度を選抜し，半年から 1年間
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海外子会社で研修する仕組みを有している。電機関係B杜では新入社員全員を 1ヶ月間の海
外研修に出している。外資系B社では，研修と駐在の双方を狙った若手従業員を一定期間海
外プロジ、エクト(新工場の立上げ等)に従事させる仕組みを有している。このような海外研修
の重要性が認識されている一方，予算の制約から研修目的での海外派遣は減少しているとの意
見も聞かれた。
3.グローバル人事システム
本報告書の導入部分で述べたように，日本の大企業の中には人事評価や昇進基準などをグ
ローパルレベルで統一化していくグローパル人事システム確立へと向けた動きがある。以下で
はそれについて大企業各社の取組をみていく o
自動車関連A:全世界の従業員を対象としたジョブグレード (A-F)がある。このグレードは
コンサルテイング会社が全世界の拠点における職務の重要性についての調査をベースに決定
した。たとえばAは日本では部長以上で，アメリカでは副社長以上となる。 Aグレードで
は国際レベルで転勤があり， Bグレードでは圏内レベルの転勤がある。現在の日本本社の取
締役会の 4%，海外子会社の社長の 5%は外国人となフている。
自動車関連B:グローパjレで統合された人事制度はない。グローパル拠点聞で外国人が移動す
る仕組みもない。海外拠点のトップは全員日本人である。
自動車関連C: 2012年に世界の子会社で統ーしたグローパルジョブグレードを構築した。日
本では G1が部長， G2が課長であるが，ある国ではシニアマネージャーがG2となる可能性
もある。これによってどの国でも管理者は同じ尺度で評価される。このポジションを決定す
る要因は，ゴントロールスパン，管理レベル，企業理念の3つである。現在日本本社の執行
役員の 4%が外国人である。海外拠点の 16%でローカル人材が社一長となっている。 3-4年前
から倍増した。
電機関連A:グローパルで統ーした人事システムは有していない。移動前の生活水準を保証す
るという形での拠点間移動の基準はある。現在はグローパル人事データベースの一本化に取
り組んでいる。海外子会社も含むグローパルキーポジションの後継者プランと候補者育成は
既に進めている。本社の取締役や執行役員に外国人はいない。
電機関連B:ある一定のポジシヨンについては，グローパルで統ーした人事システムの導入を
考えている。まずはそのポジションの評価制度を 2015年から公式にスタートする予定であ
る。評価軸は，定性 (12のコンピテンシー)と定量 (KPIsの達成度評価)の2軸とし，定
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性部分については.360度多面評価を行っていく予定である。本社の取締役や執行役員に外
国人はいないが，経営会議のメンバーには2人の外国人がいる。
外資系A:雇用や解雇といった部分は日本ベースで実施しているが，報酬，昇進，昇格やそれ
を決める評価のやり方といった部分はグローパルで統ーした制度に依拠している。グローパ
ルタレントとして世界の各拠点、がハイポを選抜し その育成にグローパルレベルで取組んで
いる。これは組織健全会議という形で後継者プランも含めて実施している。ハイポ人財は毎
年変わる。グローパJレでタレントが認められた人は，海外本社のVPやダイレクターへと昇
進することができる。
外資系B:本社にグローパルHRの機能があり，そこのトップは外国人となっている。管理職
より上の人事・報酬制度はグローパルで統一している。 CEO.全EVP.人事担当役員が月
に一回会合し，グローパル主要ポストに対する後継者プランの作成 次世代リーダーの発掘
と育成プランの作成といったことに取組んでいる。ハイポについては，役員候補レベル(35-40
歳).機能部門・地域レベル (28・32歳).若手タレント(入社3・5年目)と 3つのカテゴリー
がある(これはノミネーション段階の年齢層であり，実在在籍段階ではもう少し年齢層が上
となる)。人事がスキル，能力，キャリアの方向性という点から l年で5-lO人をセレクトし
ている。経営会議メンバーとグローパJレ主要ポストの約50%が外国人である。海外子会社
のヘッドについては70%以上が外国人となっている。
外資系C:管理職より上の業績評価制度はグローパルで統一されたシステムに依拠している。
またグローパルで共通した昇進基準があり，日本の中で昇進していく人は，グローパル尺度
を用いてアジアというリージョンで決めている。 StrategicTalent Reviewというシステム
により，グローパルキーポジションについて，どの人がハイポで将来どこに行くのか，現任
者が急にいなくなった際にそのポジションを誰が引き継ぐのか，ということをレピューして
いる。海外本社にはグローパJレタレントのリストがある。
グローパル人事システムの構築については，日系と外資系との聞で明確な違いが観察され
た。日系については，グローパルキーポジションの定義とその人財プール(グローパルタレン
ト)の固い込みという取組は，自動車関係A， C.電機関係A杜などですでに行われていた(電
機関係B社では2015年導入予定)が，報酬や評価制度のグローパル一本化という活動までは
確認できなかった。その一方で，外資系については外資系B.C社において管理職以上のレベ
ルで.A社においては全社レベルで報酬や評価制度も含むグローパル人事システムが適用さ
れていた。これは，そもそも海外企業と比べると日本企業におけるグローパル人事システム確
立への動きが遅れていることを窺わせる。日系，外資系に共通することであるが，グローパル
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キーポジションやハイポ育成のシステムについては， GEをモデルとしているケースが多く，
各社とも類似した取組となっていた。多くのケースにおいてこのシステムは後継者育成プラン
と連動している O
4.グローパル人財開発システム
それでは最後に，グローパルキーポジション候補者(ハイポ)の育成をグローパルレベルで
どのように実施しているのか 各社の取組について以下でみていく。
自動車関連A:グローバルトップ育成研修として GLDPを実施している。 GLDPの候補者は
海外子会社の社長が取締役会に推薦する形で選ばれる O これは1年間のトレーニングコース
で，その聞に世界から候補者が3-4回日本に来る o 1回で2-3週間を日本で費やし.1年で
通常50人がトレーニングを受ける。各コースでは借題が課される。参加者の 50%は日本人，
50%は外国人である。地域管理者育成研修として RLDPというプログラムも用意している。
自動車関連B:グローパルリーダー育成研修を今年から導入することを予定している。
自動車関連C:グローパルグレードGl.G2レベルでは，それぞれ日本と海外からタレントプー
ルが選抜される。 Glレベルのプールに対しては， CFTとEDTといった教育機会が提示さ
れる。 CFTはクロスファンクショナルチームであり.選ばれた人たちが5-6ヶ月間実際に
ビジネスで生じている課題に取り組む。 EDTにはアメリカの大学における5日間のリーダー
シップトレーニングと， 日本における海外講師からの5日間のビジネス教養トレーニングが
含まれる。 G2レベルに対しては.LDTとして各5日間の3つの異なるコースのトレーニン
グが日本で実施される。
電機関連A:グローパルキーポジションへの人材プ}ルを2つのレベル(プール1:事業本部長・
事業部長，プール2:統括マネージャー・部長)で定義し その候補者に対し GBL選抜研
修を提供している O 候補者は全世界の拠点から上司の推薦やテストなどで選び、出す。プール
l研修としては，日本のピジネススクールの特定フ。ログラムを提示し，プール2研修としては，
日本本社で独自のプログラム(経営者講演，ビジネス戦略講義，360度評価とリーダーシップ，
グループワークによる事業研究，個人による事業提案など)を提示している。
電機関連B:3つのレベルの研修がある。まず日本人向けの GTDPがあり，その上にグロー
パルで行う多国籍研修の GLDPがある。 GLDP参加者は部門トップにより選抜され，まず1
週間の外部コンサルタントによる集中トレーニングを行う。これまでアメリカやシンガポー
ル、日本などで開催してきた。その後に約3ヶ月間のアクションラーニングを行う。 3・5の
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グループに分け，各グループが取り上げる課題をどうやって解決するのか，どうやってビジ
ネスを拡大するのか，などについてグループごとにプレゼンを行う。その上には将来の幹部
向けTOPSがある。ここには社長及び取締役から選抜された日本人と外国人の双方が参加
する。
外資系A:グローパルタレントを育成する LeadershipDevelopment Programという海外本社
主導のリーダー開発プログラムがある。アメリカで2週間の集中プログラムが年2回提供き
れ，グローパルで40人のメンバー(日本から3・6人程度)が1回で集まる。 3日間の講義
の後にアクションラーニングを行う。これより下のグレードのハイポに対しては各ビジネス
グループが提供する LeadershipDevelopment Programのグローパルスキームがある。 1週
間の研修をアメリカで行い， 日本からは5-6人が参加する。これだけでは日本のLeadership
Developmentをカバーできないので，昨年から Japan Leadership Academyというローカ
ルのプログラムを導入した。これには幹部候補向けコース(本社EVPを講師とするアクショ
ンラーニング)，事業部長候補者向けコース (4ヶ月の講義+6ヶ月のアクションラーニング)， 
部長候補者向けコース(ビジネススクールでの講習+アクションラーニング)がある。
外資系B:ハイポの3つのレベJレに対して育成プログラムを提供している。トップレベルの研
修は，年4回の集合研修が日本で開催され，セミナーとアクションラーニングを組み合わせ
て回していく。全世界から l年に20-25人を選抜するアドパンスと 40・50人を選抜するイン
ターミデイエートの2つのコースがある。研修はすべて英語で実施し，外国人参加者比率は
40%，女性参加者比率は5%である。その下のレベルの研修は，合計約l週間のセミナーと
3ヶ月間のアクシヨンラーニングで構成され， 1年でアジア地域から 30人が参加する。アメ
リカと欧州、|でも閉じトレーニングプログラムが提示されている。若手レベルの研修は， 5日
間のface-tひ.faceセミナーと， e-lear凶ngから構成され，セミナーでは毎回宿題を提出しな
ければならない。平均してトータルで3040時間を要する。
外資系C:マネジメントスキルをプラッシュアップするためのプロFグヲムをグローパJレベー ス
で提供している。ダイレクター候補者， VP 候補者，プレジデント候補者とレベルが分かれ
ている。下の方に行けば行くほど対象人数も増えるので，アジアといった地域ベースでの実
施となるが，プログラムの中身は海外本社から来たものを使う。プレジデント候補者のプロ
グラムは，毎年1・2回開催され，グループ単位での3ヶ月間のアクションラーニングである。
このプログラムは英語ができることが前提として組まれている。
以上で各社におけるグローパルタレント育成プログラムについてみてきた。ほほ共通して観
察される点は， 1.選抜されたハイポ人財を毎年ーか所に集めて集約的な研修プログラムを提示
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している.2.研修プログラムの一環としてのセミナーでは外部のビジネススクールあるいはコ
ンサルテイング会社が活用されている.3.研修プログラムにはアクシヨンラーニング(3-6ヶ月)
のプログラムが含まれている， という点である O 各社ともグローパル幹部候補者とグローパル
キー管理者などレベルに応じたハイポ育成プログラムを提示しているが，印象的であったのは
外資系B社の若手育成プログラムである。ここでは，入社3-5年目の人財からハイポ予備軍の
選抜が行われ，それら人財に対する育成プログラムが組まれていた。このような早期からハイ
ポを育成する理由は，当社が理想、とするグローパル幹部の年代が40歳代と他社と比べると若
いという点にあると思われる。
U おわりに
以上において，人事制度の変化，多様化への対応，グローパル化への対応， と3つの項目に
ついて，調査対象1社の取組についてみてきた。「成果主義Jについては，個人業績のみを過
大評価するシステムへのカウンターアクトとして，部下の育成やコミュニケーション能力の再
評価という動向が確認できたものの，中小企業も含む全体としては何らかの形での利用がみら
れた。興味深いことに，外資系では個人業績というよりは，会社業績や市場レベルを重視する
システムとなっていた。多様化への対応としては，女性管理者や外国人従業員の積極採用とい
う動向は観察されたものの，現段階としては組織内に大きな変化を及ぼすまでには至っていな
い， ということが確認できた。また多様化への取組については，日系よりは外賢系企業でより
積極的であることが窺えた。最後のグローパル化については，ほとんどの大企業においてグロー
パルタレントの囲い込みと育成という取組が確認できた。外資系では，これにプラスしてグロー
パル人事システムが管理職を中心として適用されていた。
ととで最初に提示された問題意識「このような動向は，一体感やチームワークといったとれ
まで日本企業が強みとしてきた要因にどのような影響を及ぼしているのであろうか」という点
についてみていきたい。大まかな傾向でいえば， 日系における自動車や電機とった大企業につ
いては.1成果主義」の導入やグローパル化などの変化が一体感に何らかの影響を及ぼしている，
との認識が窺えた。それに対するカウンターアクトとして， 自動車関連A社では，成果主義
の導入とほぼ同時期に廃止してしまった運動会や慰安旅行を再開し社内コミュニケーション
の改善に取組んできている。また外資系A杜についても，会社が社員一人当たりに対して月
900円を出し，ボーリング大会や相撲観戦，デイズ、ニーランド旅行などの社交イベントを開催
する仕組みが用いられていた。ここから，現在でもインフォーマルな社交イベントが組織内で
の一体感の上昇に一定レベルで寄与していることが窺える。その一方で，外資系と中小企業に
106 一一経 営 論 集ーー
おいては.i成果主義」の導入が組織内での一体感の低下に寄与しているとの認識はあまり窺
えなかった。外資系B.C杜では，目標達成そのものがチームワークに依存するため，上司と
部下が支え合うような一体感は返って強くなった感覚があるとのことである。中小A.C社で
も.i成果主義」の導入が若手のモチベーション上昇に寄与している，との認識が示されている。
最後に，現在「成果主義」として外資系も含む多くの企業において用いられているシステムは，
伝統的な日本の査定システムとそれほど大さな違いのある仕組みではないのではないか，と考
えることができる。多くの企業においては，個人業績のみではなく，企業文化への理解度やコ
ミュニケーション能力などを多元的に評価する仕組みが用いられている o すなわち，伝統的な
日本的システムとのハイブリッドという形で「成果主義」が定着しつつあるのではないか，と
いうことである。その一方で，グローパル人財育成システムについては.GEをモデルとする
正に海外型のモデルが日本へと取り入れられようとしている。日本人の英語レベルやグローパ
ルセンスを考えるのであれば， ビジネススクールやコンサルテイング会社を活用するこのよう
なプログラムを導入する価値はあると考えられよう Q しかしながら，ビジネススクールで提示
されるようなアクションラーニングやレクチャーが 日本企業のグローパル人財の育成に対し
てどこまで寄与しうるのか，という点は慎重に検討しなければならないと思われる。経験ベー
スの学習.OJT.部門横断的ローテーションといった日本独自の教育システムは，海外他社に
はない競争優位性の源泉として寄与してきた。このような点を考嘉したハイブリッド的な人財
育成システムの確立こそが今後の大きな課題なのではないかと思われる。このような課題を提
示して本報告書の締めくくりとしたい。
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